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                                        平成 30年 3月 23日 

   KEMPOSご担当 殿   

                                            株式会社 ネットワークス 

                                                           〒561-0893 豊中市宝山町 23-31 

                                        TEL06(6844)1069 FAX06(6844)2754 

                                                           〒102-0083 千代田区麹町 4-1-4 

                                        TEL03(3556)2921 FAX03(3556)2923 

 

 

平成 30年 3月バージョンアップのご案内 

 

あ 拝啓 貴所益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。毎度格別のお引立てに預かりありがとうございます。 

さて、KEMPOSに関し、以下の点につきバージョンアップを行いますのでご案内申し上げます。 

下記バージョンアップ内容につきましては、修正・追記を行う可能性がございます。予めご了承ください。 

 

 

１ 従来オプション機能として提供しておりました、より便利に KEMPOSをお使いいただくための 

いくつかのツールを標準機能として提供させていただくことといたしました。 

料金は従来に比して 1万円ほど加算させていただいておりますが、お役に立つものと思います。 

組み込むのは以下のツールです。 

 

１．KEMPOSで取り込んだ HTMLファイルの内容を部分一致で検索するツール 

  特記事項や優先権の案件を調べるために活用できるものと思います。 

 

２．中途受任で受任した案件を整理標準化データより取り込んで KEMPOSに登録するツール 

 拒絶理由通知からの対応を受任した場合に基礎情報を入力するのに活用できます。 

 

 

２ 前回バージョンアップに続き整理標準化データ及び公報 PDFを活用した以下の機能を追加しました。 

 

１．拒絶理由通知及び拒絶査定の引用文献及先行技術文献を自動でダウンロードし、自動登録する機能 

関連して、中間取込にて先行技術文献も取り込むようにしました。 

  ※弊社サーバーの公報データ収録範囲につきましては、現在は 2004年以降分のみですが、 

3月中には 1993年から 2003年分までの収録を完了する予定です。 

 

２．前回の「審査請求期限照合システム」に「年金期限」「更新期限」「分納期限」を追加しました。 

 

 

３ メジャーな改正ではありませんが、国内・外国の法改正に対応しました。 

アルゼンチン特許法改正、フィリピン商標法改正、ロシア意匠法改正、イスラエル意匠法改正への対応を 

行いました。 

また、法改正対応ではありませんが、韓国の指定商品の追加登録制度への対応を行いました。 

 

 

尚、今回のリリースは Ver790となります。 

 

敬具 
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（１）今回注目のバージョンアップ 

 

1.出願台帳から直近の拒絶理由または拒絶査定の「引用文献一覧」「先行技術文献」を一括ダウンロードし、 

添付ファイルとして包袋に登録する機能を追加しました。 

 

・以下の 2点を追加しました。 

 ①拒絶理由通知及び拒絶査定の引用文献ダウンロード 

前回、引用文献をダウンロードする機能は実装しましたが、拒絶理由通知及び拒絶査定の引用文献を 

  自動的に取り込む機能は実装していませんでした。今回、それを実装しました。 

 ②先行技術文献の取込・ダウンロード 

今回から、引用文献だけでなく先行技術文献についても取込ソフトで取り込むようにし、 

かつ引用文献と同様に自動ダウンロード機能にも対応しました。 

 

・[審査経過]タブの[公報閲覧]ボタンを押します。[図面包袋]タブに切り替わります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・引用文献の場合は[引用文献]ボタンを、先行技術文献の場合は[先行技術文献]ボタンを押します。 
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1-1．引用文献の自動ダウンロード及び包袋自動登録 

 

・[図面包袋]タブの[引用文献]ボタンを押すと以下のメッセージが表示されます。 

[はい]を押すと、次の画面が表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・直近の拒絶理由通知または拒絶査定の引用文献一覧から上段にデータを読み込み、公報番号を切り出して 

 下の一覧にセットします。 

 その際、公報種別が設定されます。ダウンロードできるのは日本の公報のみです。 

 「その他」となっているものは自動でダウンロードできません。 

 次に公報種別をプルダウンで選択します。 
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・公報種別として「公開公報」を選択した後の画面です。 

 タブが[引用文献]から[ダウンロード]に切り替わります。 

 前の画面で公報種別が「公開公報」となっているものを抽出し、番号を切り出して下記の対象欄に 

セットします。その後[公報ダウンロード]ボタンを押すとダウンロードが開始されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ダウンロード終了後、フォルダを開いて確認することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 9 

 

・ダウンロード後にフォルダを開いた画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・次に[公報転送]ボタンを押します。取り込んだ公報を拒絶理由等の添付書類として包袋に登録します。 
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・転送終了後の包袋画面です。拒絶理由通知の添付書類としてとして登録されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・添付書類をクリックして引用文献の公開公報を開いた画面です。 
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1-2．先行技術文献の自動ダウンロード及び包袋自動登録 

 

・[図面包袋]タブの[先行技術文献]ボタンを押すと以下のメッセージが表示されます。 

[はい]を押すと、次の画面が表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・直近の拒絶理由通知または拒絶査定の先行技術文献一覧から上段にデータを読み込み、公報番号を切り出して 

下の一覧にセットします。 

 その際、公報種別が設定されます。ダウンロードできるのは日本の公報のみです。 

 「その他」となっているものは自動でダウンロードできません。 

次に公報種別をプルダウンで選択します。 
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・公報種別として「公開公報」を選択した後の画面です。 

 タブが[引用文献]から[ダウンロード]に切り替わります。 

 前の画面で公報種別が「公開公報」となっているものを抽出し、番号を切り出して下記の対象欄に 

セットします。その後[公報ダウンロード]ボタンを押すとダウンロードが開始されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・弊社の公報サーバーに未収録の公報については、以下のメッセージが表示されます。 

 公開公報については 2004年以降が対象ですので、2003年までのものは現在ダウンロードできません。 

 2018年 3月末までには 1993-2003分について収録が完了しますので、ダウンロード可能となります。 
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・ダウンロード後にフォルダを開いた画面です。未登録のものはダウンロードされません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・次に[公報転送]ボタンを押します。取り込んだ公報を拒絶理由等の添付書類として包袋に登録します。 
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・転送終了後の包袋画面です。拒絶理由通知の添付書類としてとして登録されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・添付書類をクリックして先行技術文献の公開公報を開いた画面です。 
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2.中間取込で拒絶理由通知等を取り込む際、引用文献にプラスして先行技術文献も取り込むようにしました。 

 

・取り込み元の拒絶理由通知の HTMLファイルです。 
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・先ほどの拒絶理由通知の HTMLファイルを取り込んだ状態の画面です。 

従来の[引用文献]タブにプラスして[先行技術文献]タブを追加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 17 

 

・拒絶理由通知の HTMLファイルを取り込んだ出願経過画面です。 

[引用文献]タブには HTMLから切り出した引用文献が転記されています。 

[先行技術文献]タブには HTMLから切り出した先行技術文献が転記されています。 
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3.審査請求期限に続き、年金期限・更新期限・分納期限についても 

整理標準化データとの照合ができるようにしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-1．年金期限照合 

 

・[年金期限照合]ボタンで以下の画面が開きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・開始のメッセージが表示されますので[はい]を押します。 
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・最初に[照合結果データ]が表示されます。こちらには以下のエラー内容が表示されます。 

 ①KEMPOSにあって整理標準化データにない 

 ②整理標準化データにあって KEMPOSにない 

 ③両方にあるが内容に違いがある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・[KEMPOSデータ]には KEMPOSに入力されていて条件に合うものがヒットします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・[整理標準化データ]には整理標準化データに登録されていて条件に合うものがヒットします。 
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3-2．更新・分納期限照合 

 

・[更新・分納期限照合]ボタンで以下の画面が開きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・開始のメッセージが表示されますので[はい]を押します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・最初に[照合結果データ]が表示されます。こちらは以下のエラー内容が表示されます。 

 ①KEMPOSにあって整理標準化データにない 

 ②整理標準化データにあって KEMPOSにない 

 ③両方にあるが内容に違いがある 
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・[KEMPOSデータ]には KEMPOSに入力されていて条件に合うものがヒットします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・[整理標準化データ]には整理標準化データに登録されていて条件に合うものがヒットします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・[結果 EXCEL出力]ボタンで照合結果がエクセルで出力されます。 
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4.請求システムで請求形式を顧客単位で絞り込めるようにしました。 

 

・請求形式に、その請求形式を使用する請求先を指定することで、請求書発行時に選択する請求形式に 

フィルタをかけ、その請求先が使用する請求形式のみにプルダウンの対象を絞り込めるようにしました。 

 

・同時に、顧客台帳に請求形式の選択方式を設けて、絞り込み条件を指定できるようにしました。 

 

4-1．請求形式の設定 

 

・請求形式に「対象顧客」を追加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・[対象顧客]にこの請求形式を使用する請求先を指定します。 
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4-2．顧客台帳の設定 

 

・顧客台帳に「請求形式選択方式」を追加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・請求形式選択方式は以下の 4つから選択します。 

 全て：絞り込みをかけないで全てを表示します。 

 指定：請求形式の対象顧客に請求先が登録されている請求形式に絞り込みます。 

 共通：請求形式の対象顧客が空白のものに絞り込みます。 

 指定＋共通：請求形式に請求先以外の顧客のみが登録されているものが除外されます。 
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4-3．請求形式の対象顧客の入力と、顧客台帳の請求形式選択方式による絞り込みの例 

 

・請求形式「0000-1」には対象顧客として「キャノン㈱」「アルプス電気株式会社」が入力されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「0000-2」には「キャノン㈱」が入力されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「0000-3」には対象顧客は入力されていません。 
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・顧客「A01：アルプス電気株式会社」には、請求形式選択方式として「指定＋共通」が設定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「C01：キャノン㈱」には「指定」が設定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「P01：特許株式会社」には「共通」が設定されています。 
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・請求先が「A01：アルプス電気株式会社」(指定＋共通)の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「0000-1」(対象顧客は A01+C01)は選択対象となります。 

「0000-3」(対象顧客なし)は選択対象となります。 

 「0000-2」(対象顧客は C01)は選択対象から外れます。 

 

・請求先が「C01：キャノン㈱」(指定)の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「0000-1」(対象顧客は A01+C01)は選択対象となります。 

 「0000-2」(対象顧客は C01)は選択対象となります。 

上記以外(対象顧客に C01がないもの全て)は選択対象から外れます。 

 

・請求先が「P02：特許株式会社」(共通)の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「0000-3」(対象顧客なし)は選択対象となります。 

上記以外(対象顧客に顧客が入力されているもの全て)は選択対象から外れます。 
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5.インド対応外国出願進捗状況について、条件検索から Excel出力できるようにしました。 

 

・条件検索から「インド対応国出願進捗状況」を選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・あらかじめ IN特許の案件に対象を絞っていますので、必要に応じて期間などのその他の条件を 

指定して検索します。検索後、[Form]ボタンを押します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・インド対応国出願進捗状況の画面です。 

検索結果のインド出願と、その関連出願が一覧で表示されます。 
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・顧客と日付の表記を、プルダウンで切り替えることができます。 

 

顧客表記：「顧客名」、「顧客英名」から選択できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日付表記：「yyyy/mm/dd」、「mmmm dd, yyyy」、「dd mmmm, yyyy」から選択できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・フォーム上で顧客表記と日付表記を指定した後、[Excel]ボタンを押します。 
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・Excel出力後の画面です。 

顧客と日付の表記について、インド対応国出願進捗状況フォーム上で指定した表記で出力されます。 
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6.KEMPOSで取り込んだ庁書類 HTMLファイル内の文字列検索ができるツールを用意しました。 

例えば特許願に「【国等の委託研究成果に係る記載事項】」の記載があるものをリストアップするといった 

使い方ができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・KEMPOS包袋の先頭のフォルダを選択します。[参照]ボタンでフォルダを開いて選択できます。 

 選択したら[ファイル抽出]ボタンを押します。フォルダ内を検索し、ファイル名を読み込みます。 

 

・ファイルが抽出できたら「検索文字列」を入力し、[ファイル検索]ボタンを押します。 

 抽出したファイルのテキスト部分を「検索文字列」によって部分一致で検索します。 
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・ファイル検索後の画面です。検索結果が表示されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ファイル名をダブルクリックすることで対象の HTMLファイルが開きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・開いた HTMLファイルです。 
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7.中途受任案件の基礎情報を整理標準化データから取り込むツールを用意しました。 

 

・出願台帳の画面上部に[Import]ボタンを設けました。 

 クリックすると取込のための画面が開きます。 

 

 

 

 

 

 

・最初に開いた画面です。 

 この画面で、データを読み込んで表示・確認してから KEMPOS台帳へ書き込むようにします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・法分類を選択し、番号を入力して弊社のサーバーの整理標準化データからデータを読み込みます。 

 法分類はプルダウンで「特・実・意・商」から選択します。 

 番号は「出願番号」「登録番号」「国際登録番号」から選択します。 

 国際登録番号を選択した場合は、マドプロ経由の商標とみなします。 

 

・ヒットした場合は、情報を読み込みます。読み込んだ画面が次頁の画面です。 
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・情報を読み込んだ画面です。 

読み込んでくるのは「書誌事項※１」「出願人」「発明者」「関連出願」「出願経過」「権利範囲(要約)」です。 

 

・整理標準化データに存在しない「整理番号」等の情報を追加入力します。 

 入力が完了したら[作成]ボタンで KEMPOSへ書き込みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※１書誌事項として取り込むのは以下の項目です。 

  「出願番号」「出願日」「公開番号」「公開日」「公告番号」「公告日」「登録番号」「登録日」「登録公報日」 

  「優先権日」「原出願日」「審査請求期限」「審査請求日」「公表番号」「公表日」「最終処分」「最終処分日」 

「存続期限」「納付年」「年金期限」「国際出願番号」「国際出願日」「国際公開番号」「国際公開日」 

「国際登録番号」「国際登録日」「商標更新期限」「登録査定日」「異議受日」「異議決定日」「審判請求日」 

「審決日」「不服審判番号」「無効審判番号」「取消審判番号」「訂正審判番号」 

「請求項の数(商品区分の数)」「発明の名称」「ＩＰＣ」「備考」その他 

  

今回のリリースで対応しているのは、「出願」「登録」情報（J-PlatPatの経過情報の出願経過及び登録情報） 

です。上記の書誌情報のうち、異議・審判の情報は整備でき次第にての対応となります。 
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・出願人の取込です。 

 KEMPOSの顧客台帳に未登録の出願人も含めてセットされます。 

 未登録の出願人は併せて[追加顧客]タブにセットされます。 

 

 

 

 

 

 

 

・関連出願の読込です。チェックがオンのものを取り込みます。初期値は全てオンです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・出願経過の取込です。チェックがオンのものを取り込みます。初期値は全てオンです。 

 手続については、KEMPOSで定義しているものに割り当てます。 
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・[追加顧客]は、KEMPOSの顧客台帳に存在していない出願人を取り込んだ場合に 

顧客台帳に追加するためのものです。照合は識別番号→顧客名の順番で行います。 

 どちらでもヒットしなかった場合、ここに追加されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・発明者の取込です。発明者は[発明者表示]に追加されます。 
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（２）国内及び外国の法改正対応、及び外国法制度への新たな対応 

 

（国内法改正対応） 

 

8.国際出願取込ソフトについて、インターネット出願の様式変更に対応しました。 

 

・2017年 12月末のインターネット出願ソフトのアップデート（Ver.[i3.30]）により、[優先権]タブの国 IDが 

設定されない点につきまして、新様式に対応し以前のように国 IDを取得できるよう対応しました。 

 

 

 

9.商標の期間延長請求書について、期間内＋期間徒過後の場合の取込に対応しました。 

 

・平成 28年 4月 1日に「特許法等の一部を改正する法律（平成 27年法律第 55号）」が施行されたことに伴い、 

特許または商標における拒絶理由通知の応答期間の延長に関する運用が変更されました。 

 

・上記の改正に関連し、商標の「期間延長請求書（期間徒過）」の取込に対応しました。 

取込により、下表の通り応答期間が延長されます。 

kmp特許にて期間延長手続を手入力した場合も同様に動作します。 

 

拒絶理由通知の発送日 居住者 応答期間 
期間徒過後の請求 

(2か月延長) 

期間内＋期間徒過後の請求 

(1＋2か月延長) 

2018/2/5 
国内 2018/3/17 2018/5/17 2018/6/17 

在外 2018/5/5 2018/7/5 2018/8/5 
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（外国法改正対応） 

 

10.アルゼンチン特許法改正（2018年 1月 12日施行）について、審査請求期限の変更（3年→18か月）に 

対応しました。 

 

・「2510：AR特許」の出願種別設定画面です。審査請求期限の期間を「-18」に変更します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・既存の AR特許の出願台帳につきまして、2018年 1月 12日より前に出願、かつ審査請求期限が 

2019年 7月 12日（改正日の 18か月後）以降である場合、 

審査請求期限が「2019年 7月 12日」に変更されます。 

・こちらはバージョンアップ作業時に併せて対応させていただきます。 
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11.フィリピン商標について、使用宣誓書提出義務の新設（更新後 1年以内）に対応しました。 

 

・更新申請の際に使用宣誓書提出期限を更新するため、手続「更新申請 PH」を追加しました。 

「42002：更新申請(PH商標)」の手続定義設定画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・使用宣誓書期限設定に新しく「更新」という項目を設けました。 
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・フィリピン商標の出願種別（PH商標/新、PH_MP商標）に手続「更新申請 PH」を追加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「更新申請 PH」の入力画面です。 
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・「更新申請 PH」の手続を入力すると、使用宣誓書提出期限（更新申請日を起算日として 1年後の日付）設定の 

メッセージが表示されます。更新と同時に使用宣誓書を提出しない場合は「はい」を選択して期限設定を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・使用宣誓書期限を設定した場合、出願台帳の[外国期限]タブ内の「使用証明」に期限が設定されます。 
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12.ロシア意匠の年金納付制度の変更に対応しました。 

 

・2015年 1月 1日施行の法改正に対応するため、出願種別「20931：RU意匠 15」を追加しました。 

・存続期間は出願日から 5年です。5年ずつ最大で 4回延長でき、最大 25年保護されます。 

・納付年度は 3～5年、6、11、16、21（5年ごと）です。 

・初回年金納付手続として「41130：年金納付（代理人からの完了報告）（期限更新：RU意匠の初回年金）」を 

 追加しました。 

 

・RU意匠 15の出願種別設定画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「41130：年金納付（代理人からの完了報告）（期限更新：RU意匠の初回年金）」の手続定義設定画面です。 
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・RU意匠 15の手続設定画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

・登録手続入力後の出願台帳です。年金期限と存続期限が設定されます。 

同時に[外国期限]タブの存続延長期限にも期限が設定されます。 
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・初回年金の納付手続入力画面です。納付年数に自動的に「3～5」が設定されます。 

 ※新たに用意した「41130：年金納付（代理人からの完了報告）（期限更新：RU意匠の初回年金）」を使用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・納付手続入力後の画面です。年金期限と納付年が更新されます。 

 2回目以降の納付は通常の納付報告手続を使用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・存続期限の更新は「存続期間の延長手続（中途）」を使用します。 

 延長年月日を考慮して存続期限を計算します。 
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・存続期間の延長手続（中途）入力後の画面です。存続期限と存続延長期限がそれぞれ更新されます。 

 年金期限は別途納付報告手続を入力して期限更新を行います。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・存続期限の最終更新は「存続期間の延長手続（最終）」を使用します。 
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・以下のメッセージが表示され、存続期間延長期限がクリアされます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・存続期間の延長手続（最終）手続および最後の納付手続入力後の画面です。 

 年金区分に「完納」が設定され、更新期限が更新され、存続延長期限はクリアされます。 
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13.イスラエル意匠の年金納付制度の変更に対応しました。 

 

・2018年 8月 7日施行の法改正に対応するため、出願種別「3331：IL意匠 18」を追加しました。 

・存続期間は出願日から 5年です。5年ずつ最大で 4回延長でき、最大 25年保護されます。 

・納付年度は 6、11、16、21（5年ごと）です。 

 

※年金期限および存続期限の更新方法は「12. ロシア意匠の年金納付制度の変更に対応しました。」に 

記載の手順をご参照ください。 

 

・IL意匠 18の出願種別設定画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・IL意匠 18の手続設定画面です。 
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（外国法制度への新たな対応） 

 

14.韓国商標の指定商品追加登録出願の入力に対応しました。 

 

・日本では、出願当初の指定商品・役務の範囲を超える商品・役務について、出願後に追加することは 

認められませんが、韓国では、登録商標または出願中の商標について、指定商品・役務の追加が可能となる 

追加登録出願制度があります（商標法第 47条、第 48条）。今回、このタイプの出願の入力に対応しました。 

 

・登録までの手続については通常の商標と同じです。 

登録された場合、原商標と合体し、更新は原商標のみで行い、追加商標は消滅扱いとします。 

 

・「1642：KR追加商標」の出願種別設定画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・KR追加商標の手続設定画面です。登録手続は「登録(経過)」を使用します。 
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・手続機能設定にて、出願種別：「KR追加商標」の手続定義：「登録」の特注処理 Formに 

「中間特注_KR追加商標登録」を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・原商標の入力です。出願種別は「KR商標」です。 

 分類数：「2」、分類：「1,2」、指定商品：「指定商品１、指定商品２」となっています。 
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・追加商標の入力です。出願種別は「KR追加商標」です。 

分類数：「3」、分類：「5,6,7」、指定商品：「指定商品５、指定商品６、指定商品７」となっています。 

関連出願には関連区分：「韓国親原商標」で原商標を入力しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・登録の入力画面です。下記 3項目の処理を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ①存続期限に原商標の存続期限を転記 

 ②出願台帳の消滅欄に「原商標に合体消滅」を設定 

 ③原商標に「商品区分」、「指定商品」を合体し、「区分数」を追加 
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・登録入力後の原商標です。 

 消滅に「原商標に合体消滅」、消滅日には登録日がセットされます。 

 登録番号は付与されません。 

 存続期限は原商標の存続期限が転記されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・登録入力後の原商標の出願台帳です。 

「分類数」、「分類」、「指定商品」に追加商標分が追加されています。備考にも追加されたデータが記録されます。 
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（３）特許管理 

 

15.任意期限拡張画面に出願経過の絞り込みのプルダウンを追加しました。 

 

・出願経過をプルダウンで選択して絞り込みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「拒絶理由」を選択します。任意期限の発生元となった手続が選択対象となります。 

 

 

 

 

 

 

・「拒絶理由」に絞り込まれます。解除するにはプルダウンに空白を入力します。 
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16.新規性喪失の例外適用を受ける出願における公知日の管理や、 

それに関連した外国出願の検索機能を用意しました。 

 

・特許を受ける権利を有する者の意に反して公知になった場合に、公知になった日付を入れることで 

 新規性喪失の例外適用を受ける期限を管理できるようにする目的で用意しました。 

 

・[出願書誌]タブ内に「公知日」を設けました。こちらは手動で入力が可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・公知になった日付を入力します。 
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・[外国期限]タブの出願期限に、公知日から 6か月の日付がセットされます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・上記の出願期限の期間設定は、出願種別設定の「30条適用期間」で行います。 
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・現段階で 30条適用期間がセットされる出願種別は、以下のものとなります。 

 

出願種別 ID 出願種別 30条適用期間 

110 特許(公) -6 

111 特許(旧) -6 

112 追加特許 -6 

113 特許 -6 

116 特許延長 -6 

118 特許異議 -6 

119 特許審判 -6 

410 EP特許 -6 

418 EP特異 -6 

419 EP特審 -6 

1110 US特許/旧 -12 

1111 US特許/新 -12 

1112 US特許/仮 -12 

1610 KR特許/公 -12 

1611 KR特許/登 -12 

1612 KR特許 17 -12 

1618 KR特異 -12 

1619 KR特審 -12 

1710 TW特許 -6 

1711 TW特許 02 -6 

1712 TW特許 04 -12 

1718 TW特異 -6 

1719 TW特審 -6 

1810 CN特許 -6 

5610 CA特許/旧 -12 

5611 CA特許/新 -12 
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・外国台帳一括作成についても公知日及び出願期限の管理に対応しています。 

上記の出願台帳の関連出願にて、[外国台帳一括作成]から CN特許の台帳を作成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・CN特許の出願台帳です。作成元の出願台帳から公知日がコピーされます。 
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・出願種別「CN特許」の 30条適用期間の設定に基づき、[外国期限]タブの出願期限に 

 公知日から 6か月の日付がセットされます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・検索機能につきましては、条件検索の日付に「公知日」を追加しました。 

 こちらを選択することで、公知日を条件に出願台帳を検索することができます。 
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17.受任台帳の件数について、出願台帳・請求台帳の作成時に反映させるようにしました。 

 

17-1．受任台帳での表示 

 

・「件数」及び「IPC」の表題を法分類に基づき変更するようにしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 特許・実用新案 意匠 商標 

件数 請求項 
内外の場合：意匠数 

その他  ： 件数 
分類数 

ＩＰＣ ＩＰＣ 意匠の説明 分類 
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17-2．出願台帳への反映 

 

・受任台帳の画面です。件数（法分類が「特許」ですので、表題は「請求項」となっています）として 

 「15」が入力されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・出願手続により作成された出願台帳です。受任台帳の件数のデータが請求項として引き継がれています。 
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17-3．請求台帳への反映 

 

・請求台帳の作成時、参照先を「受任」として番号を入力すると受任台帳の各種書誌事項が読み込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・件数は[設定]タブ内の「請求項」に設定されます。請求項数に基づいた単価計算にも反映されます。 
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18.出願人等の入力について、共願種別に「非権利者」を追加しました。 

 

・名義変更前の出願人データを残す場合等に使用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19.受任台帳にもアクセスコードの入力欄を設けました。 

 

・受任関連にアクセスコードの入力欄を追加しました。 

 出願と同様に庁提出書類で優先権を編集する場合に、優先権の基礎出願の表示の欄に表示されます。 
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20.年金移管の手続を転記する際、年金期限の解除確認のメッセージを表示させる区分を設けました。 

 

・「41060：年金管理会社へ年金管理移管」の手続定義設定画面です。 

 

・年金期限設定に、新しく「不要設定(解除確認)」という区分を設けました。「不要設定(解除確認)」に 

設定しておくと、出願台帳で手続追加した際に年金期限の要否を問うメッセージが表示されます。 

年金管理区分については、年金期限の解除の要否にかかわらず「不要」が設定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・年金期限が立っている案件の出願台帳です。年金管理区分は「要」が設定されています。 
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・「年金移管」の手続入力画面です。[転記]ボタンを押すと以下のメッセージが表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「はい」を選択した後の出願台帳の画面です。 

年金管理区分は「不要」と設定され、年金期限が解除されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「いいえ」を選択した後の出願台帳の画面です。 

年金管理区分は「不要」と設定されますが、年金期限は解除されません。 
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21.条件検索の更新期限、更新期限 2の名称表記を期限検索に合わせて変更しました。 

 

・Ver780時点での表記です。更新期限の開始日が「更新期限」、末日が「更新期限 2」となっていました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・これを期限一覧での表記に合わせ、「更新初日」、「更新末日」としました。 
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22.文書作成について、出願人の顧客台帳に通知先が設定してある場合には 

そちらを宛先にセットできるようにしました。 

 

・顧客台帳の通知先に設定がある場合、書類発行から文書を作成する場合にのみ 

顧客台帳の通知先が宛先に適用されていましたが、文書作成より単独で通知状を作成する場合にも 

顧客台帳の通知先を参照するようにしました。 

 

・顧客台帳に通知先が設定してある場合には確認メッセージが表示されます。 

「はい」を選択すると宛先に顧客台帳の通知先が適用されます。 
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23.文書編集のメールアドレスの設定について、選択可能なパターンを増やしました。 

 

・文書編集の「宛先設定」、「CC設定」に以下のパターンを追加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宛先設定 ：顧客台帳＋案件の部署＋案件の顧客担当 

顧客台帳＋案件の部署 

顧客台帳＋案件の顧客担当 

案件の部署＋案件の顧客担当 

 

CC設定  ：管理＋技術＋事務 

 

 

 

24.文書編集のメールアドレスの初期値を顧客台帳でも指定できるようにしました。 

 

・クライアントごとにメールの宛先を指定できるよう、顧客台帳の[その他]タブに設定項目を追加しました。 

顧客台帳で送付状宛先が設定されている場合、文書編集画面の「宛先設定」、「CC設定」には管理事項の 

設定ではなく顧客台帳の設定が反映されます。 
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25.任意期限について、納品日ではなく納期の文字色を赤に変更できるようにしました。 

 

・変更前の[任意期限]タブの画面です。従来通り納期が青、納品日が赤になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設定変更後の[任意期限]タブの画面です。納期が赤、納品日が青になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※上記設定変更をご希望の場合、バージョンアップ作業時に弊社担当者までお申しつけ下さい。 



 67 

 

26.出願台帳の関連出願画面にアクセスコードの入力欄を設けました。 

 

・入力したアクセスコードはオプションの庁提出書類作成で願書を作成する際に使用できます。 

 アクセスコードが入力されていると以下のように編集されます。 

 

  【パリ条約による優先権等の主張】 

【国名】○○○○○○ 

【出願日】2012年 4月 1日  

【出願番号】□□□□□□ 

【出願の区分】特許  

【アクセスコード】△△△△  

【優先権証明書提供国（機関）】世界知的所有権機関  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27.管理事項に郵便番号、メールアドレスを追加しました。 

 

・編集コードについては、郵便番号：{OL6、Mail：{OL7となっています。 
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28.顧客台帳の部署フォームにおいて、部署名の入力枠を 2行分に拡張しました。 

 

・部署名の文字数が多いと、顧客台帳の情報を参照している送付状などで、意図しない箇所で 

改行されてしまうことがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・この場合、部署フォームの部署名を改行しておくことで区切りよく表示させることができますが、 

従来の 1行分の表示だと、フォームを開いたときに部署名が途切れた形で表示され、 

一目で部署名の正式名称を把握できませんでした。 
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・今回、部署名を 2行分表示できるように入力枠を拡張したので、 

すぐに部署の正式名称を確認することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29.顧客台帳の年賀状チェックについて、担当者単位で管理できるようにしました。 

 

・顧客台帳の[その他]タブの[担当者]ボタンを押すと表示される顧客担当者フォームに 

年賀状のチェックボックスを追加しました。 
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30.最先優先日・最先優先有効期限を追加しました。 

 

・新しく「最先優先日」「最先優先有効期限」を設けました。最先優先日は以下のように設定します。 

 

 ◆優先権及び原出願がなく新規に出願した場合には、その出願日がセットされます。 

  この点が従来の優先日と異なります。従来の優先日は優先権主張出願についてのみ設定されます。 

 ◆優先権または原出願がある場合は「優先日」「原出願日」「出願日」の中で最初の日付がセットされます。 

  従来は、優先日と原出願日は別ですが、最先優先日は優先日・原出願日を含めて最初の日となります。 

 ◆優先権主張を伴う出願の場合、基礎の出願の最先優先日が継承されます。 

  従来の優先日は基礎の出願の出願日を優先日としていましたが、最先優先日は基礎の最先優先日を 

継承する形となります。 

 ◆優先権主張を伴う出願で、基礎出願も優先権主張出願の場合、結果として最初の出願の出願日が最先 

  優先日として継承されます。 

  この場合、優先権の基礎として最初の出願を指定しなかった場合、優先日は優先権主張出願の出願日 

  となり、最先優先日は最初の出願の出願日となり異なった日付となります。 

 ◆原出願がある出願の場合、原出願の最先優先日が継承されます。 

  原出願に更に原出願がある場合は、最初の出願の最先優先日が継承されます。 

 ◆優先有効期限は最先優先日から特実は 1年、意商は 6か月後の日付が無条件にセットされます。 

 

・出願台帳画面です。[出願書誌]タブに配置しています。 
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30-1．関連出願に「優先(国内)」で基礎出願を入力した場合 

 

・関連出願に「優先(国内)」で基礎出願を入力した画面です。 

出願日・出願番号・最先優先日が基礎出願から読み込まれます。 

 基礎出願日はマスタの優先権日へ、最先優先日はマスタの最先優先日に転記されます。 

 最先優先有効期限は、最先優先日から無条件に計算されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・関連出願入力後の出願台帳画面です。最先優先日・最先優先有効期限がセットされています。 
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30-2．優先権の基礎出願が優先権主張出願であった場合 

 

・基礎出願が優先権主張出願である旨のアラームが出ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・基礎出願に出願日が入力してなかった場合、優先権日は設定されませんが、最先優先日は継承されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・優先権入力後の出願台帳画面です。最先優先日・最先優先有効期限が転記されています。 
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30-3．PCT分割 

 

・基礎の日本出願です。最先優先日が設定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・上記の日本出願を優先権主張して作成した PCT出願（WO特許）の台帳です。 

 最先優先日は最初の出願のものが継承されています。 
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・WO特許の関連出願です。関連区分：指定 PCTで「US」「CN」が入力されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・PCT分割で指定国のファイルを作成した後の WO特許の画面です。 

 指定国の「US」「CN」の最先優先日が継承されています。 
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・PCT分割で作成された US特許の台帳です。 

 最先優先日・最先優先有効期限が継承されています。 
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30-4．分割手続時の動作 

 

・上記の US特許(180225WO/US)で分割手続を行い「180225WO/US-D」を作成したものです。 

分割手続完了後の親出願の画面です。関連出願で子(180225WO/US-D)にも最先優先日が設定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・子の分割出願の画面です。最先優先日・最先優先有効期限が継承されています。 
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30-5．ファミリー自動作成時の動作 

 

・分割手続により作成された案件は、他のファミリーにも波及します。 

 例として「180225WO/CN」を確認します。 

 最先優先日・最先優先有効期限が継承されています。 
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30-6．条件検索 

 

・検索対象の日付に「最先優先日」「最先優先有効期限」を追加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30-7．期限検索 

 

・検索対象に最先優先（最先優先有効期限）を追加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 79 

 

30-8．新規出願取込 

 

・新規出願取込時に「最先優先日」「最先優先有効期限」を設定します。 

 通常出願の場合は出願日が設定されます。 

 優先権主張出願の場合は、最先の優先日が設定されます。 

 分割・変更出願の場合は最初の出願日が設定されます。 
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30-9．国際出願取込 

 

・新規国際出願取込時に「最先優先日」「最先優先有効期限」を設定します。 

 優先権主張無しの場合は、国際出願日が設定されます。 

 優先権主張出願の場合は、最先の優先日が設定されます。 
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31.関連出願に優先権の基礎出願を入力する際、基礎が優先権主張出願であった場合には 

アラームを出すようにしました。 

 

・「180224-1」は「180224」を基礎とする国内優先権主張出願です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「180224-1-1」は「180224-1」を基礎とする国内優先権主張出願です。 

基礎である「180224-1」も優先権主張出願の場合、以下のメッセージが表示されます。 

 注意を促すのみで、制御には関係しません。 
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32.応答期間設定画面に到達期間加算欄を設け、手続ごとに加算の要否を設定できるようにしました。 

 

・出願種別にて「到達期間加算」を入力しているケースでも、加算される手続と加算されない手続が 

ありますので、手続ごとに有無を設定できるようにしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・出願種別で「到達期間加算」に「10（日）」がセットされています。 
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32-1.「到達期間加算」が「無し」の場合 

 

 

 

・オフィスアクションの入力です。 

 「到達期間加算」が「無し」の場合、本来の期限通り 4か月で計算されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32-2.「到達期間加算」が「有り」の場合 

 

 

・到達期間を加算する場合、以下のメッセージが表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

・期限は 10日後の 2018/01/11の 4か月後の日付(2018/05/11)が計算されています。 
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33. 商標の取込について、分類の数値を半角／全角で選択できるようにしました。 

 

・半角で選択した場合、出願及び中間取込において商品区分の数値が「第 1類,第 2類」と登録されます。 

 

・出願取込後の出願台帳です。 
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・中間取込画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・上記取込後の出願台帳です。 
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・全角で選択した場合、出願及び中間取込において商品区分の数値が「第１類,第２類」と登録されます。 

 

・出願取込後の出願台帳です。 
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・中間取込画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・上記取込後の出願台帳です。 
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34.PCT分割の際、19条補正提出・34条補正提出の日付を JPの出願台帳にコピーするようにしました。 

 

・国際段階で 19条補正または 34条補正を行った案件から、PCT分割手続を使用して 

JP指定国の出願台帳を作成した場合、各提出日を JPの出願台帳の[外国期限]タブへコピーします。 

 

・PCT出願の出願台帳に 19条補正、34条補正の提出日が入力されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・PCT分割手続を使用して JPの出願台帳を作成した際、19条補正、34条補正の提出日が[外国期限]タブに 

コピーされます。JP以外の指定国台帳にはコピーされません。 
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（４）外国関係 

 

35.PH_WO特許について、国際公開前に国内移行した場合の年金期限設定に対応しました。 

 

・PCT経由のフィリピン特許出願の年金期限設定について、国際公開前に国内移行した場合の入力に 

対応しました。 

 

（国際公開前に国内移行した場合） 

  ①国内移行「15940：PCT出願の国内移行（PH_WO特許：国際公開前）」 

  ②国際公開「15460：国際公開(PH_WO特許：年金期限の計算あり）」 

 

 （国際公開後に国内移行した場合）※こちらは既存の手続です。 

  ①国際公開「15400：国際公開」 

  ②国内移行「15903：PCT出願の国内移行（年金期限の計算あり）」 

 

・国際公開前に国内移行した場合の入力です。 

国内移行の手続として「PCT出願の国内移行（PH_WO特許：国際公開前）」を選びます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「国内移行（公開前）」の入力画面です。 
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・「国内移行（公開前）」転記後の出願台帳です。この時点で年金期限は設定されていません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国際公開の入力です。「国際公開(PH_WO特許：年金期限の計算あり)」を選びます。 
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・「国際公開(PH)」の入力画面です。納付年数が表示され、年金納付年度が設定できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「国際公開(PH)」転記後の出願台帳です。年金期限が設定されています。 
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36.外国実案について、出願種別、手続の整備を進めました。 

 

・以下の国について、実用新案用の出願種別を追加しました。 

 

国 ID 国 CD 国名 出願種別 ID 種別名称 

6 OA OAPI 620 OA実案 

7 AP ARIPO 720 AP実案 

14 FR フランス 1420 FR実案 

21 AZ アゼルバイジャン 2120 AZ実案 

23 AE アラブ首長国連邦 2320 AE実案 

25 AR アルゼンチン 2520 AR実案 

27 AL アルバニア 2720 AL実案 

30 AO アンゴラ 3020 AO実案 

31 AG アンテイグア バーブーダ 3120 AG実案 

38 UG ウガンダ 3820 UG実案 

41 UY ウルグアイ 4120 UY実案 

42 EC エクアドル 4220 EC実案 

43 EG エジプト 4320 EG実案 

44 EE エストニア 4420 EE実案 

45 ET エチオピア 4520 ET実案 

46 SV エルサルバドル 4620 SV実案 

47 AU オーストラリア 4720 AU実案 

48 AT オーストリア 4820 AT実案 

49 OM オマーン 4920 OM実案 

50 NL オランダ 5020 NL実案 

51 GH ガーナ 5120 GH実案 

58 CM カメルーン 5820 CM実案 

60 KH カンボジア 6020 KH実案 

63 GQ 赤道ギニア 6320 GQ実案 

64 GW ギニアビサオ 6420 GW実案 

65 GN ギニア 6520 GN実案 

68 GR ギリシア 6820 GR実案 

70 GT グアテマラ 7020 GT実案 

71 KW クウェート 7120 KW実案 

76 KE ケニア 7620 KE実案 

77 CI コートジボアール 7720 CI実案 

78 CR コスタリカ 7820 CR実案 

79 KM コモロ イスラム 7920 KM実案 

80 CO コロンビア 8020 CO実案 

81 CG コンゴ 8120 CG実案 

100 SK スロバキア 10020 SK実案 

102 SZ スワジランド 10220 SZ実案 

104 SN セネガル 10420 SN実案 

105 KN ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｲﾋﾞｽ 10520 KN実案 

106 VC ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ 10620 VC実案 

113 TJ タジキスタン 11320 TJ実案 

114 TZ タンザニア 11420 TZ実案 



 93 

 

国 ID 国 CD 国名 出願種別 ID 種別名称 

115 CZ チェコ 11520 CZ実案 

116 TD チャド 11620 TD実案 

117 CF 中央アフリカ 11720 CF実案 

119 CL チリ 11920 CL実案 

121 DK デンマーク 12120 DK実案 

122 TG トーゴ 12220 TG実案 

125 TT トリニダード・トバゴ 12520 TT実案 

128 TO トンガ 12820 TO実案 

132 NI ニカラグア 13220 NI実案 

133 NE ニジェール 13320 NE実案 

144 PA パナマ 14420 PA実案 

150 HU ハンガリー 15020 HU実案 

154 FI フィンランド 15420 FI実案 

158 BG ブルガリア 15820 BG実案 

159 BF ブルキナファソ 15920 BF実案 

162 VN ベトナム 16220 VN実案 

163 BJ ベナン 16320 BJ実案 

166 BZ ベリーズ 16620 BZ実案 

167 PE ペルー 16720 PE実案 

169 PL ポーランド 16920 PL実案 

171 BW ボツワナ 17120 BW実案 

172 BO ボリビア 17220 BO実案 

173 PT ポルトガル 17320 PT実案 

174 HK 香港 17420 HK実案 

175 HN ホンジュラス 17520 HN実案 

176 MO マカオ 17620 MO実案 

180 ML マリ 18020 ML実案 

182 MY マレーシア 18220 MY実案 

188 MR モーリタニア・イスラム 18820 MR実案 

189 MZ モザンビーク 18920 MZ実案 

194 MN モンゴル 19420 MN実案 

198 LA ラオス 19820 LA実案 

204 RO ルーマニア 20420 RO実案 

206 RW ルワンダ 20620 RW実案 

207 LS レソト 20720 LS実案 
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37.マドプロ指定国台帳に保護認容の手続が入力されている場合、関連出願画面の「登録」に 

チェックが入るようにしました。 

 

・関連出願の「登録」のチェックは関連先の台帳の登録日が入力されている場合にオンになりますが、 

 保護認容日に日付が入力されている場合にもオンになるようにしました。 

 国際出願から見て、「170930MP/PH(マドプロ経由フィリピン出願)」の登録がオンになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・関連先のマドプロ経由フィリピン出願の台帳です。 

 登録日・登録番号は空白ですが、保護認容日に日付が入力されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 95 

 

38.インドネシア特許について、登録査定時の設定納付の期限を登録査定日から 6か月後の 1日前に 

設定できるようにしました。 

 

・インドネシア特許において、最初の年金納付期限は特許証発行日から 6か月ですが、 

初日を算入するため 6か月後の 1日前が正しい期限となります。 

 

・登録の入力画面です。ここでの登録日(特許証発行日)は 2018年 3月 10日です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・[転記]ボタンを押すと以下のメッセージが表示されますので、[はい]を選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・登録手続転記後の出願台帳の画面です。 

初回年金期限が、登録査定日の 6か月後の 1日前である 2018年 9月 9日に設定されます。 
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39.US特許について、存続期間が 6か月未満の場合、案内を出して年金期限を完納処理できるようにしました。 

 

・例えば、1998年 8月 10日を原出願とする US特許が 2014年 9月 1日に登録になったとします。 

 

・登録手続を入力すると、原出願日に基づいた存続期限 2018年 8月 20日が設定されますが、 

登録日 2014年 9月 1日に基づいた 3年 6か月後の年金期限として 2018年 3月 1日を設定しようとすると、 

以下のメッセージが表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・完納処理を行わない場合には「いいえ」を選択します。通常通り年金期限を設定し、調整期限も設定できます。 
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・完納処理に「はい」を選択した場合には、続いて以下のメッセージが表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・この後、調整期間見直しを設定する場合にはそちらの期限が優先されるので、 

どちらを選んでも満了はセットされません。 

調整期間を設定しない場合で、満了を設定したい場合には「はい」を選択します。 

年金期限は設定されず、満了の期限が設定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・調整期間見直しを設定した場合には年金期限は設定されず、調整期間見直しだけが設定されます。 
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40.インド対応外国出願進捗状況の Excel出力について、出力項目を変更できるようにしました。 

 

・今まで出願台帳から出力するインド対応外国出願進捗状況での Excel出力項目は固定されていましたが、 

リスト様式の設定で出力項目を変更できるようにしました。 

 

・インド対応外国出願進捗状況専用のリスト「1:インド対応国出願状況(出願台帳)」のリスト様式設定画面です。 

 印刷順で並び替え、選択項目下段で Excel出力項目を設定できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・出願台帳から開いたインド対応国出願進捗状況フォームです。[Excel]ボタンを押します。 
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・出力した Excelです。リスト様式で設定した項目が出力されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・出力項目を変更したい場合は、弊社までお問い合わせください。 

 

 

 

41.インド対応外国出願進捗状況について、検索期間を指定できるようにしました。 

 

・検索期間は今まで固定でしたが、この期間を自由に設定できるようにしました。 

 特定日以降にしたい場合には右側の欄を空白にし、特定の日付までのデータを検索する際には 

 左側のみを空白にして[検索]ボタンを押すことでデータの絞り込みができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・検索後には期間の移動ができなくなります。画面右上の[リセット]ボタンを押すことで 

画面が開いたときの状態に戻ります。 
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42.インド対応外国出願進捗状況について、PCT経由の場合は起算日を出願日ではなく移行日にしました。 

 

・インド特許の台帳に移行日を入力している場合に PCTの案件とみなします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・出願台帳の[進捗]ボタンからインド対応外国出願進捗状況を開いた画面です。 

出願日ではなく移行日に変わります。検索期間の初期設定も移行日が基準になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・移行日が入力されていない場合には今まで通り出願日を起算にして計算します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 101 

 

43.インドネシア、タイのマドプロ加盟に伴い、新しく出願種別を設けました。 

 

・「3741：ID_MP商標」の出願種別設定画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「11241：TH_MP商標」の出願種別設定画面です。 
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・「3740：ID商標」の指定国出願分類に「ID_MP商標」を、 

「11240：TH商標」の指定国出願分類に「TH_MP商標」を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・両種別ともに、外国商標の共通手続の他、「16602：事後指定(内外)」、「21750：保護認容」、 

「22005：登録(経過)」、「30000：O.Action」が使用可能です。 

 

 

 

 

 



 103 

 

44.GB特許の制度に応じた入力（サーチレポート応答期限、アクセプタンス期限）に対応しました。 

 

・手続定義に「30170：First Examination Report(GB特許)」（特許庁から指令・通知）を追加しました。 

アクセプタンス期限設定の選択項目に「4：更新」を追加しました。 
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・手続定義に「21490：Combined Search and Examination Report(GB特許)」（特許庁から指令・通知）を 

追加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・GB特許の手続に「FEReport」、「複合調査・審査報告」を追加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・応答期間を以下の通り設定します。 

First Examination Report：手続日から 4か月 

Combined Search and Examination Report：出願日(優)から 24か月 
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・「1310：GB特許」の出願種別設定画面です。 

アクセプタンス期限に「出願日(優)」、「-54」（4年 6か月）を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「11003：出願(年金)」のアクセプタンス期限設定に「設定」を設定します。 

その他に「12103：変更出願(年金)」、「12203：分割出願(年金)」、「15903：国内移行(年金）」も同様に 

アクセプタンス期限設定に「設定」を設定します。 
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・GB特許で出願手続を入力するとアクセプタンス期限が設定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・アクセプタンス期限が設定された後の画面です。出願日(優先権日)から 4年 6か月で設定されます。 
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・First Examination Reportの入力画面です。DueDateが 4か月で計算されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・出願時に設定されているアクセプタンス期限と「FER発行日＋1年」を比較し、「FER発行日＋1年」の方が 

遅い場合にはアクセプタンス期限を更新します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・DueDateの設定とともに出願台帳の[外国期限]タブのアクセプタンス期限が更新されます。 
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・Combined Search and Examination Reportの入力画面です。DueDateが出願日(優先権日)から 2年で 

計算されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・出願台帳の応答期限に DueDateが設定されます。 

 



 109 

 

（５）請求システム 

 

45.DN台帳にレート、レート設定日、送金予定月を追加しました。 

 

・[外貨]タブ内に入力欄を設けました。現在はメモとして使用することを想定しています。 

レート：請求時に使用する予定のレートを予め入力しておきます。 

 レート設定日：上記レートの日付です。いつ付のレートを使用したかを管理するためのものです。 

 送金予定月：送金予定月を設けている場合に予め入力しておくものです。 
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46.通貨表を誤って削除しないよう機能を修正しました。 

 

・レートを削除する意図で[Delete]ボタンを押すと、通貨が削除されます。 

 事前に警告は出ますが、それでも削除してしまう場合がありましたので、 

通貨の削除はできないようにしました。[Delete]ボタンを使用不可にしています。 

 

・尚、レートの削除方法について本バージョンからフォーム上に記載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47.請求条件検索の KeyWord検索について、単価 Codeや摘要を指定して検索できるようにしました。 

 

・KeyWord検索の選択肢に「明細摘要」、「単価 Code」を追加しました。 
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48.国際出願関係手数料を単価表に登録しました。 

 

・国際出願手数料表(http://www.jpo.go.jp/tetuzuki/ryoukin/kokuryo.htm)を基に、 

以下の単価を追加しました。 

 

Code 単価名 説明 基本料 単価 

9600 国際出願手数料(国際出願の用紙の枚数が 30枚まで) 国際出願日が 2017年 12月31日以前 ¥151,800 ¥0 

9600-1 国際出願手数料(国際出願の用紙の枚数が 30枚まで) 国際出願日が 2018年 1月 1日以降 ¥153,800 ¥0 

9601 国際出願手数料(30枚を超える用紙1枚につき) 国際出願日が 2017年 2月 28日以前 ¥0 ¥1,600 

9601-1 国際出願手数料(30枚を超える用紙1枚につき) 国際出願日が 2017年 3月 1日以降 ¥0 ¥1,700 

9602 国際出願手数料(オンライン出願した場合の減額) 国際出願日が 2017年 12月31日以前 -¥34,200 ¥0 

9602-1 国際出願手数料(オンライン出願した場合の減額) 国際出願日が 2018年 1月 1日以降 -¥34,700 ¥0 

9603 送付手数料 国際出願 1件につき ¥0 ¥10,000 

9604 調査手数料(国際調査機関:日本国特許庁(ISA/JP)) 国際出願(日本語)1件につき ¥0 ¥70,000 

9604-1 調査手数料(国際調査機関:日本国特許庁(ISA/JP)) 
国際出願(英語)1件につき 

国際出願日が 2016年 4月 1日以降 
¥0 ¥156,000 

9604-2 調査手数料(国際調査機関:欧州特許庁(ISA/EP)) 国際出願日が 2017年 12月31日以前 ¥244,500 ¥0 

9604-3 調査手数料(国際調査機関:欧州特許庁(ISA/EP)) 国際出願日が 2018年 1月 1日以降 ¥248,000 ¥0 

9604-4 調査手数料(国際調査機関:シンガポール知的財産庁(ISA/SG)) 国際出願日が 2017年 12月31日以前 ¥181,200 ¥0 

9604-5 調査手数料(国際調査機関:シンガポール知的財産庁(ISA/SG)) 国際出願日が 2018年 1月 1日以降 ¥185,300 ¥0 

9605 国際調査の追加手数料(国際調査機関:日本国特許庁(ISA/JP)) 国際出願(日本語)1件につき ¥60,000 ¥60,000 

9605-1 国際調査の追加手数料(国際調査機関:日本国特許庁(ISA/JP)) 
国際出願(英語)1件につき 

国際出願日が 2016年 4月 1日以降 
¥126,000 ¥126,000 

9606 予備審査手数料(国際予備審査機関:日本国特許庁(IPEA/JP)) 国際出願(日本語)1件につき ¥0 ¥26,000 

9606-1 予備審査手数料(国際予備審査機関:日本国特許庁(IPEA/JP)) 
国際出願(英語)1件につき 

納付日が 2016年4月 1日以降 
¥0 ¥58,000 

9607 取扱手数料(国際予備審査請求 1件につき) 納付日が 2017年12月 31日以前 ¥0 ¥22,800 

9607-1 取扱手数料(国際予備審査請求 1件につき) 納付日が 2018年1月 1日以降 ¥0 ¥23,100 

9608 予備審査の追加手数料(国際予備審査機関:日本国特許庁(IPEA/JP)) 国際出願(日本語)1件につき ¥15,000 ¥15,000 

9608-1 予備審査の追加手数料(国際予備審査機関:日本国特許庁(IPEA/JP)) 

国際出願(英語)1件につき 

予備審査手数料の納付日が 

2016年 4月1日以降 

¥34,000 ¥34,000 

9609 文献の写しの請求に係る手数料 1件につき  ¥0 ¥1,400 

9610 
書類の謄本またはファイル記録事項を記載した書面の交付に係る 

手数料1件につき 
 ¥0 ¥1,400 

9611 優先権の書類の交付の請求に係る手数料 1件につき  ¥0 ¥1,400 

9612 
国際出願に関する書類についての証明書の交付の請求に係る 

手数料1件につき 
 ¥0 ¥1,400 

9613 先の調査の結果の送付請求に係る手数料 1件につき  ¥0 ¥1,700 

 

http://www.jpo.go.jp/tetuzuki/ryoukin/kokuryo.htm
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49.DN台帳に備考 3、集計区分 2～9を追加しました。 

 

・[備考 3]タブとその入力欄、[区分]タブと集計区分 2～9の入力欄を設けました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・DN条件検索についても、備考 3、集計区分 2～9を条件として指定できるようにしました。 
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50.入金台帳・DN台帳・DN送金台帳・見積台帳・納品台帳についても確定処理の機能を設けました。 

 

・請求条件検索でヒットした案件の請求台帳のデータを修正不可にする機能は実装されていますが、 

同様の機能を入金台帳、DN台帳、DN送金台帳、見積台帳、納品台帳にも設けました。 

 

・入金条件検索でリスト「入金台帳確定処理」を選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・検索後、[Form]ボタンを押します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・入金台帳確定処理フォームの画面です。 
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・[確定]ボタンを押すと、以下のメッセージが表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・確定処理を行った後の入金台帳の画面です。[Edit]ボタンを押すと、確定処理がなされている旨の 

メッセージが表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・DN台帳、DN送金台帳、見積台帳、納品台帳についても、それぞれ DN条件検索、送金条件検索、 

見積条件検索、納品書条件検索から、上記の入金台帳確定処理の手順と同様の操作で 

確定処理を行うことができます。 
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（６）編集コード 

 

51.全出願人名＋分担率＋「%」を改行連結して出力する「{ALV」を追加しました。 

   出力例）  筆頭出願人名 66.7% 

共同出願人名 33.3% 

 

52.出願台帳上の「名称」欄のタイトルを出力する「{AC>」を追加しました。 

出願台帳の法分類を参照し、以下の通り出力します。 

特許：発明の名称  実案：考案の名称  意匠：意匠に係る物品  商標：商標 

 

53.[出願書誌]タブ内の公知日を出力する「{EA}」を追加しました。 

 

54.[出願書誌]タブ内の審判請求日を出力する「{JA}」を追加しました。 

 

55.[出願書誌]タブ内の最先優先日を出力する「{PF}」、最先優先有効期限を出力する「{PG}」を追加しました。 

 

56.WO特許台帳の[審査経過]タブ＞PCT関連情報＞国内優先のデータを出力する「{WE}」を追加しました。 

 

57.編集コード VCの出力対象項目に「UA：UserCus1」、「UB：UserCus2」、「UC：UserCus3」を追加しました。 

 

58.送付日「{KQ}」、受領日「{KR}」について、最新の日付が出力されるよう対応しました。 

 

59.編集コードの日付拡張の形式に「D：当月末日」と「E：翌月末日」を追加しました。 

元号 X年 X月末日  の形式で出力されます。 

 

60.編集コードの日付拡張について、年のみを出力する形式を追加しました。 

＜西暦＞  半角：F  全角：G 

＜和暦＞  半角：H  全角：I 

出力例）  {NDF → システム日付の「年」のみが西暦、半角の形式で「2018」と出力されます。 

 

61.管理事項の事務所情報を出力するコードを追加しました。 

   {OL4：英住所 1（[英文表記]タブ内の住所の 1行目） 

{OL5：英住所 2（[英文表記]タブ内の住所の 2行目） 

{OL6：郵便番号 

{OL7：Mail 

 

62.編集コード VNについて、受任台帳の対応出願の整理番号、出願種別を出力できるようにしました。 

{VNAnn}：整理番号 

{VNBnn}：出願種別 

nnには対応出願の行番号を指定します。 

 

63.分類「{IC}」について、数値部分を半角/全角で統一して出力するための拡張コードを追加しました。 

{IC&：半角 

{IC%：全角 

 

64.受任関連、出願関連のアクセスコードを出力するコードを追加しました。 

   {RZnnn#P} 

   nnnには関連種別を、#には関連データの連番を指定します。 
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（７）取込ソフト 

 

65.願書の取込で顧客台帳を新規作成する際、外内案件の場合は外国人チェックボックスも自動で 

設定するようにしました。 

 

・新規出願取込ソフトで、出願人が在外者の願書を読み込んだ後の画面です。 

[外内出願]ボタンが ONになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・[書込]ボタンを押すと、顧客台帳に登録していない新規顧客の場合、以下のメッセージが表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「はい」を選択すると、[外内出願]ボタンが ONになっている場合は以下のメッセージが表示されます。 
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・書込後、新しく作成された顧客台帳の画面です。外国人チェックボックスが ONになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

66.願書のイメージの取込数を 2500まで増やしました。 

 

・願書に表示されているイメージにつきまして、2500まで表示するよう対応しました。 

 

 

67.実用新案の新規性喪失の例外の規定の適用出願について、新しい様式の取込に対応しました。 

 

・【特記事項】に、「実用新案法第 11条 1項において準用する特許法第 30条第 2項の規定の適用を 

うけようとする実用登録出願」と記載のある願書の取込に対応しました。 
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（８）その他 

 

68.YourRef、顧客部署、顧客担当、担当者一括更新ツールについて、受任台帳のデータ更新にも対応しました。 

 

・以下の 4ツールについて、受任台帳のデータ更新に対応しました。 

 ①YourRef  ：kmpEXL顧客 YourRef_2007 

 ②顧客部署 ：kmpEXL顧客部署_2007 

 ③顧客担当 ：kmpEXL顧客担当_2007 

 ④担当者  ：kmp担当一括更新 

 

・各更新ツールの画面に、新たに「台帳区分」を設けました。 

 受任台帳のデータを更新する場合、台帳区分を「受任」に切り替えて検索から更新までの操作を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

69.お知らせレポートに YourRefを追加しました。 

 

・標準版のお知らせレポート以下 7種に、「貴社整理番号」として YourRefを追加しました。 

  審査請求期限：審査請求 Rep、審査請求 Rep2 

  年金期限  ：年金期限 Rep、年金期限 Rep2、年金期限 Rep3 

  更新期限  ：更新期限 Rep、更新期限 Rep2 

 

・以下は「審査請求 Rep」の印刷プレビュー画面です。 

 


